
第一章　調査の概要

１　調査の目的

　この調査は、市民の人権に関する意識を把握し、今後の人権に関する施策を推進する上での基礎

資料とする。

２　調査項目

（ １ ）　人権一般について　（問１～問４）

（ ２ ）　新たに施行された人権に関する法律の認知度　（問５）

（ ３ ）　女性に関する人権上の問題点と見聞　（問６）

（ ４ ）　子どもに関する人権上の問題点と見聞　（問７）

（ ５ ）　高齢者に関する人権上の問題点と見聞　（問８）

（ ６ ）　障害のある人に関する人権上の問題点と見聞　（問９）

（ ７ ）　罪や非行を犯した人が立ち直ろうとする場合の人権上の問題点と見聞　（問１０）

（ ８ ）　犯罪被害者に関する人権上の問題点と見聞　（問１１）

（ ９ ）　プライバシーの保護に関する人権上の問題点と見聞　（問１２）

（１０）　インフォームド・コンセントに関する医療機関の対応と見聞　（問１３）

（１１）　トランスジェンダーに関する人権上の問題点と見聞　（問１４）

（１２）　同和問題に関する人権上の問題点と見聞　（問１５）

（１３）　外国人に関する人権上の問題点と見聞　（問１６）

（１４）　感染症患者等に関する人権上の問題点と見聞　（問１７）

（１５）　ハンセン病問題に関する人権上の問題点と見聞　（問１８）

（１６）　働く人に関する人権上の問題点と見聞　（問１９）

（１７）　啓発活動への接触度　（問２０）

（１８）　講習会・研修会・学習会等への参加経験　（問２１）

（１９）　人権に関する取組の今後の条件整備　（問２２）

（２０）　今後、宇部市人権教育・啓発推進指針に盛り込むべき人権課題　（問２３）

３　調査方法

（ １ ）　調査地域

　宇部市全域

（ ２ ）　調査対象者及び標本抽出方法

　市内に居住する１８歳以上の者を対象として、住民基本台帳から２，０００人を無作為抽出法により

抽出した。

（ ３ ）　調査方法

　郵送法又はインターネットアンケート専用フォーム入力法　・　無記名方式

（ ４ ）　調査期間

　令和２年９月９日から令和２年９月３０日まで

（ ５ ）　実施機関

　宇部市市民環境部人権・男女共同参画推進課

４　回収状況

（ １ ）　調査票配布数 ２，０００票

（ ２ ）　住所不明による返却数 １６票

（ ３ ）　回収数 ９１６票 回収率　　　　　４６．２％

　（内、インターネットによる回答　　　９７票）

（ ４ ）　有効回収数 　　９１４票 有効回収率　　４６．１％

　（内、インターネットによる回答　　　９７票）
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５　回答者の属性

（ １ ）　性別

（ ２ ）　年齢別

（１１）　トランスジェンダーに関する人権上の問題点と見聞　（問１４）

（ ３ ）　性・年齢別

男
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３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳
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（ ４ ）　職業別

６　調査結果の見方

（ １ ）　本文及び図中に示した調査結果の数値は百分比（％）で示してある。これらの数値は小数点

　　　以下第２位を四捨五入しているため、全項目の回答比率の合計が、１００.０％とならない場合が

　　　ある。

（ ２ ）　複数の回答を求めた質問では、回答比率の合計が１００．０％を超えることがある。

（ ３ ）　報告書中の図表では、コンピューター入力の都合上、回答選択肢の表現を短縮している場

　　　合がある。

（ ４ ）　選択肢の中から回答可能数（「✔は１つ」、「✔は３つまで」等）を超えている場合は、「無効」

　　　として集計した。

（ ５ ）　経年比較に当たっては、今回調査の対象は１８歳以上（平成２０年度調査の対象は２０歳以

　　　上）であることや設問・項目の新設・変更等について留意する必要がある。

（ ６ ）　本調査は標本調査であるため、統計上の誤差「標本誤差」が生じる。また、調査結果につい

　　　ても回答者数が少ないと回答比率の高低が誤解を招くことがある。そのため、統計的優位性が

　　　ない場合、回答者数が３０未満の調査結果については言及をしていない場合がある。
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農林業者（家族従事者も含む）

漁業者（家族従事者も含む）

企業の経営者・自営業者（家族従事者も含む）

民間の企業や工場・商店などに勤める人

学校の教職員（大学・短大・専門学校・幼稚園・…

医療・保険・福祉関係者（医師・歯科医師・薬剤…

学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業（弁護士・公認会計士…

臨時職員やパート等

主婦（夫）（専ら家事・育児をしている人）

学生

その他（無職など、上記以外の人）

無回答 令和２年度調査（Ｎ＝９１４）

農林業者（家族従事者も含む）

漁業者（家族従事者も含む）

企業の経営者・自営業者（家族従事者も含む）

民間の企業や工場・商店などに勤める人

学校の教職員（大学・短大・専門学校・幼稚園・保育
所を含む）

医療・保険・福祉関係者（医師・歯科医師・薬剤師・
看護師・保健師・介護福祉士など）

学校・医療関係以外の公務員

その他の専門職・自由業（弁護士・公認会計士・宗
教家・芸術家・各種師匠など）

臨時職員やパート等

主婦（夫）（専ら家事・育児をしている人）

学生

その他（無職など、上記以外の人）

無回答

（％）
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